
                    1 

平成２９年第２回館山市国民健康保険運営協議会 

議事録（審議事項）概要 

 

《審議事項（諮問）》 

（１）平成２９年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案について 

（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例案について 

 

※上記、審議事項について説明等を行いましたが、その概要については以下のとお

りです。 

 

＜説明概要＞ 

今回の補正予算についてはポイントが３点あります。 

１点目が国保税率の引き下げを行おうとするもの。２点目として一般会計

からの繰入の減少、３点目として基金残高の減少ということです。 

国民健康保険は必要な医療費を支払うために、県、国から来る補助金等を

除いた部分を、被保険者からの国保税で賄う形になっています。 

平成２９年度６月補正予算については、医療費の動向、基金残高の状況、

一般会計の財政状況、平成３０年度からの国保の都道府県化、さらには平成

２９年度の被保険者の所得状況等を踏まえて、国保税を含め検討しました。 

まず、平成２８年度予算は、予定していた一般会計からの法定外繰入５，

８７８万５千円を行わないこととしました。これは医療費の動向、基金残高

の状況、一般会計の財政状況等を踏まえて、さらには被保険者以外の者によ

る負担解消といった観点から、繰入を行わないものとしました。また、平成

２９年度予算においても同様に、一般会計からの繰入３，２４８万円を減額

しました。 

一般会計からの繰入を減らした中においても、国保税率のうち医療分の所

得割を０．２ポイント引き下げるとともに、同じ医療分の平等割を４，８０

０円引き下げることが可能になりました。 

この結果、平成２９年度６月補正後における国保財政調整基金残高は、前

年同期と比較して８，１０２万３，２３５円減少の、３億９，７４０万５，

２２３円となりました。インフルエンザの流行等による急な医療費の増、平

成３０年度からの都道府県化にも対応できる額だと考えています。 

それでは、平成２８年度館山市国民健康保険特別会計決算見込から説明し

ます。 
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歳出は予算現額７９億２５３万５千円に対し、支出済額は７４億１，００

８万円を見込みました。対予算額は９３．８パーセント、対前年度は９４．

１パーセントです。歳入は予算現額７９億２５３万５千円に対し、収入済額

は７５億７，２１２万８千円を見込みました。対予算額は９５．８パーセン

ト、対前年度は９３．４パーセントです。収支差引残額については、収入済

額から支出済額を差し引いた１億６，２０４万８千円を見込み、その全額を

平成２９年度に繰り越します。 

  世帯数と被保険者数の前年度との比較ですが、年間平均で世帯数は３２８

世帯の減、被保険者数は８５７人の減、率にして５．３パーセントの減です。

この被保険者数の減少に伴い、歳出の保険給付費は予算現額４７億４，２６

９万８千円に対し、支出済額は４３億９，４４５万５千円です。対予算額は

９２．７パーセントで、大きく見込みを下回った形です。 

歳入の科目中、繰入金は予算現額８億９，２６１万４千円に対し、収入済

額は４億８，０８１万４千円です。この内訳として財政調整基金繰入金は、

平成２８年度中に合計３億３，３０９万９千円の国保会計への繰入れを行い

ましたが、この全額について基金に積み戻しを行い、基金からの繰入れを決

算ではゼロとしています。同様に一般会計からの繰入金のうち、館山市独自

繰入れにあたる５，８７８万５千円についても、国保会計への繰り入れを行

なっていません。 

次に、平成２９年度館山市国民健康保険特別会計６月補正予算案について

説明します。 

６月の補正予算案は、平成２８年度の医療費実績額が確定したため、当初

予算の時よりも正確に平成２９年度の医療費が推計できるようになったこと、

国保税についても被保険者の平成２９年度の所得が確定したことに伴い、算

出が可能となったことから、今回の補正予算案を編成したものです。 

  歳入、歳出それぞれ当初予算額７５億９，８５７万７千円から補正額１億

３１２万円を減額し、補正後予算額を７４億９，５４５万円７千円にするも

のです。この補正予算の内容について説明します。 

まず歳出ですが、総務費の補正は２７万円の増額補正です。概要は、国保

の都道府県に向けての、高額療養費支給システムの改修委託料です。 

次に、保険給付費の補正は２億９２３万４千円の減額補正です。保険給付

費のうち、今回補正をしようとする療養給付費、療養費、高額療養費につい

て、当初予算では平成２８年度の医療費の実績は半年分しか考慮できません

でしたが、平成２８年度の実績額がほぼ確定したことに伴い、再度、過去３

年間の実績額を基に積算し直しました。その結果として、一般被保険者分と

退職被保険者分の、療養給付費、療養費、高額療養費すべてについて、減額
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補正案を計上しました。昨年度の６月補正予算額に比べ、保険給付費全体で

は３億５，１７８万１千円の減少です。 

次に、後期高齢者支援金等の補正は２３８万６千円の減額補正です。前期

高齢者納付金等の補正は３万２千円の増額補正です。介護納付金の補正は３

１３万５千円の減額補正です。この後期高齢者支援金等から介護納付金につ

いては、支払先である社会保険診療報酬支払基金からの通知により、それぞ

れ減額、または増額補正をするものです。 

次に、諸支出金の補正は６，１３３万３千円の増額補正です。平成２８年

度療養給付費等交付金及び療養給付費等負担金の清算に伴い、それぞれ８１

５万９千円と、５，３１７万６千円の返還金が生じる見込みのため、増額補

正をするものです。 

次に、基金積立金の補正は５千万円の増額補正です。収支差引残額１億６，

２０４万８千円から、諸支出金の返還金を差し引いた、約１億円の２分の１

に相当する５千万円を財政調整基金に積み立てをするものです。 

次に、歳入補正予算の内容について説明します。 

国庫支出金の補正は３，１６４万５千円の減額補正です。現年度療養給付

費等負担金について、歳出補正予算における一般被保険者療養給付費の減額

に伴い、３，３１０万３千円を減額します。国保制度関係業務準備事業費補

助金として、都道府県化に伴うシステム改修費が補助対象になったことによ

り、１４５万８千円を増額補正します。このことにより、国庫支出金の６月

補正後予算額を１３億８，２６５万９千円にするものです。 

  次に、療養給付費等交付金の補正は９，８２６万９千円の減額補正です。

現年度療養給付費等交付金について、退職被保険者数の減少が見込まれるた

め、減額補正します。 

次に、前期高齢者交付金の補正は１１５万４千円の増額補正です。社会保

険診療報酬支払基金からの通知により、増額補正をするものです。 

次に、県支出金の補正は１，１００万７千円の減額補正です。財政調整交

付金について、平成２８年度療養給付費等が確定したことにより、減額補正

をするものです。 

次に、繰入金の補正は２億４，７１４万８千円の増額補正です。一般会計

繰入金からの館山市独自繰入れについて、繰入れを行わないことにより、１，

３０９万３千円を減額補正します。職員給与費等繰入金については、この一

部が国の補助対象となったこことから減額補正をするものです。財政安定化

支援事業繰入金ですが、例年、高齢者の割合及び国保税軽減世帯の割合によ

り一般会計から繰入れを行なっていましたが、一般会計からの繰入れを行わ

ないことにより１，８１９万９千円を減額補正します。財政調整基金繰入金
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の増額補正は２億７，９６２万８千円ですが、今回の補正予算における歳入

予算の不足分を財政調整基金から繰り入れるものです。以上から、繰入金全

体の補正後予算額を８億４，９７５万６千円にするものです。 

次に、繰越金の補正は１億４，２０４万７千円の増額補正です。６月補正

後予算額を、平成２８年度決算見込みでの収支差引残額の１億６，２０４万

８千円に合わせるものです。なお、療養給付費等交付金繰越金を差し引いた

残りの繰越金がその他繰越金です。 

  次に、６月補正予算後の国保財政調整基金保有額は、３億９，７４０万５

千円を見込んでいます。 

次に、国民健康保険税の現年課税分について説明します。 

  国民健康保険特別会計予算においては、歳出総予算額から国庫支出金など

の歳入予算額を差し引いた不足分を、国民健康保険税などで確保することに

なります。国民健康保険税のそれぞれの項目には、所得割に係る部分があり、

５月になりますと、平成２９年度市県民税の課税の基礎となります所得が整

理、確定します。これを基に、国民健康保険の被保険者の所得集計により、

必要とされる国民健康保険税の税率も含め算出した結果、現年課税分につい

て、３億５，２５４万８千円を減額し、総額１１億６１９万８千円にしよう

とするものです。 

国民健康保険税は７４歳以下の方が被保険者となる医療給付費分、後期高

齢者支援金分、それと４０歳以上６４歳以下の方が被保険者となる介護納付

金分の３項目で構成されていますが、今回の改正は、医療費給付分の所得割

の税率について、１００分の７．８から１００分の７．６に、世帯別平等割

額について２９，４００円から２４，６００円に引き下げをしようとするも

のです。また、平成２９年度地方税法等の改正に伴い、低所得者に係る軽減

判定所得のうち、５割軽減及び２割軽減の基準額が拡充されています。これ

らの改正の結果、平成２９年度の医療費給付費分の調定見込額は９億４，５

１６万７千円、後期高齢者支援金分の調定見込額は１億８，８３３万４千円、

介護納付金分の調定見込額は９，７５３万９千円、合計額は１２億３，１０

４万円となります。 

医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分のそれぞれの予算額は、

調定見込額に徴収率を乗じた金額です。医療費給付費分の一般分の徴収率は

９０パーセント、退職分が９５パーセント、後期高齢者支援金分の徴収率は

同様の収納率です。介護納付金分の一般分の徴収率は８７パーセント、退職

分の徴収率は９５パーセントです。それぞれの調定見込額にこの徴収率を乗

じたものが、平成２９年度６月補正後の国保税の現年課税分の金額となり、

合計額は１１億６１９万８千円です。 
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  次に、それぞれの項目について説明します。 

国民健康保険税の医療給付費分は、市県民税の所得に基づき所得を集計す

ると、所得割の所得割課税基準額が８３億５，３６４万８千円です。この所

得割課税基準額に税率７．６パーセントを乗じて得た所得割総額と、平成２

９年度に見込まれる被保険者総数及び被保険者世帯総数に税率、均等割は２

３，４００円、平等割２４，６００円を乗じて得た合計額が、課税総額とし

て１２億６４７万７千円です。 

低所得者の軽減ですが、総所得が３３万円以下の世帯と、総所得３３万円

と２７万円に被保険者数と特定同一世帯所属数を加えた数を乗じて得た金額

以下の世帯、さらに、所得総額が３３万円と４９万円に被保険者数と特定同

一世帯所属者数を加えた数を乗じて得た合計額以下の世帯を対象に、被保険

者均等割額や世帯別平等割額の７割、５割または２割を軽減する制度です。 

７割軽減を例にすると、本来、被保険者均等割額が２３，４００円のとこ

ろ、その７割である１６，３８０円を減額し７，０２０円となります。また、

世帯別平等割額については本来２４，６００円のところ、その７割である１

７，２２０円を減額し、７，３８０円となります。５割、２割軽減について

も同様の扱いとなります。 

  これらの低所得者の軽減に伴う減収分の総額は１億７，４４５万４千円で

す。また、課税限度額５４万円を超える合計額は５，４８９万９千円、異動

等による増減、これは後期高齢者医療制度への移行ですが、３，１９５万７

千円の減と算出され、これらを差し引いた額が調定見込額の９億４，５１６

万７千円が、医療費給付費分の合計となります。 

  後期高齢者支援金分についても、医療給付費分と同様の考え方で計算を行

った結果、調定見込額は１億８，８３３万４千円です。 

  介護納付金分についても、同様の計算を行った結果、調定見込額は９，７

５３万９千円です。 

  これらの医療給付費分、後期高齢者支援金分、介護納付金分のそれぞれの

調定額に徴収率を乗じ、平成２９年度の国民健康保険税現年課税分の予算を

１１億６１９万８千円にしようとするものです。 

 

＜質疑応答等＞ 

【質疑 ①】国保の都道府県化にあたり、財政調整基金は各市町村である程度 

持っていた方がよいのでしょうか。 

人口が減って予算規模が縮小されることは、市の将来については 

よくないことと考えますが、市の見解を聞かせてください。 

【① 回答】今後も市で持っている財政調整基金を活用しながら、国保税率の 
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調整が可能です。 

一人あたり医療費が減っている訳ではないので、国保財政は厳し 

い状況が続くと思います。 

【委員補足説明】ジェネリックについては、日本の製薬を開発する能力がなく

なり国力が弱まってしまうため、私は否定的な意見を持って

います。 

 

《審議事項結果（答申）》 

審議事項（１）平成２９年度館山市国民健康保険特別会計補正予算案につ

いて、及び審議事項（２）館山市国民健康保険税条例の一部を改正する条例

案については、原案どおり承認する。 

 


